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１．はじめに  

 国交省では働き方改革による建設業の生産性向上の改善に向けた取り組みとして，コンクリート工のプレ

キャスト化の導入を推進している．その一方で，プレキャスト化には課題も多いため，生産性向上を目的とし

た「新形式鋼合成部材を利用したボックスカルバートの開発」を試みた．その内，本稿では側壁部材の鉄筋重

ね継手において，結束の省略を目的とした実証実験を試み，その必要性や有効性について述べる． 
２．実験概要  

 実験に先立ち，本開発に係わる供試体の破断（または圧壊）荷重を試算し，それに耐えうる試験機の解析を

行った．図-1 に試験機を示す．試験機は，山留材 H400 で門型に架台を組立て，油圧ジャッキにより供試体

上面に荷重を載荷させる計画として解析を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大載荷荷重は 2000kN と大きいことから，門型部の架台は奥行 

方向に 2 連として 1000kN ずつを作用させる．図-2 に示すとおり， 
山留材の連結はボルト構造，さらに作用力が上方向であることから， 
連結部の引張力負担低減として，火打梁（剛体要素）構造とする． 
 実験ケースは，CASE-1 は重ね継手を結束，CASE2～3 は重ね継手を未結束，CASE-4 は重ね継手をしな

い，全 4 ケースとなる．図-3 に供試体（σck=30N/mm2，SD345）の形状を示す． 

３．実験結果 

事前に鉄筋コンクリート部材の断面計算を行い，表-1 に示す部材の弾性域や鉄筋の降伏荷重値を把握した．

各ケースの実験結果として，表-2 に破壊形態，耐荷重，および最大変位をまとめる． 

表-1 断面計算結果               表-2 各ケースの実験結果  
 

 

 

 

４．考察  

4-1．計算値と実験値の重ね継手長検証 

 実験で使用した供試体の重ね継手長 la は 1000mm であり，これを重ね継手長の算出式 1）に当てはめ，逆

算した鉄筋の引張応力をひずみに換算する． 
キーワード プレキャスト，生産性向上，ボックスカルバート，鉄筋重ね継手，鋼合成部材 

 連絡先   〒079-0394 空知郡奈井江町字チャシュナイ 987 番地 4 （株）砂子組 ＴＥＬ0125-65-2326 

 
載荷荷重(kN) 応力度 許容応力度

実験ケース
弾性域計算値

CASE-1

40
σc=9.3N/mm2
σs=131N/mm2
τ=0.14N/mm2

σca=10.0N/mm2
σsa=160N/mm2
τa=0.53N/mm2

130
CASE-2

CASE-3

CASE-4

鉄筋降伏荷重
(kN)  

曲げ破壊 226.0 16.9

曲げ破壊 220.7 15.3

曲げ引張破壊 206.3 12.8

せん断破壊 186.0 12.2CASE-4：重ね継手無し

破壊形態 耐荷重(kN)実験ケース

CASE-1：重ね継手結束

CASE-2：重ね継手未結束①

CASE-3：重ね継手未結束②

最大変位(mm)

写真-1～2 継手結束(左)と未結束(右) 
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図-1 試験機 図-2 解析モデル 図-3 供試体詳細図 
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  la＝σsa/4τoa・φ 
ここで，la：重ね継手長(1000mm)  σsa：鉄筋の引張応力度(N/mm2) 

       τoa：コンクリートの付着応力度(1.8N/mm2)  φ：鉄筋の直径(29mm) 
 計算ひずみは 248N/mm2÷2.0×105＝1240μとなる．次に，各ケースの重ね継手位置の最大ひずみを抽出

し検証を行う．図-4 に計算値と実験値(CASE-1 と CASE-2)との重ね継手長の検証をグラフ化する． 
各ケースの最大ひずみ値は 2 ケースとも同様の傾向であり，重ね継手長 1000mm 確保時の鉄筋耐力を満足

するものであった． 
 
 
 
 
 
 
 

4-2．鉄筋ひずみの検証 

鉄筋ひずみの検証は，各ゲージ位置の供試体幅当たり 

の引張鉄筋本数に対するひずみを算出する．図-5 は載荷 

荷重 150・200kN 時の各ケースの鉄筋ひずみ値である． 
各ケースにおいて，鉄筋ひずみに大きな差はなく，傾 

向も一致している．但し，CASE-3 については左右の重 
ね継手が支間中央に集中しているため（3-I，3-O，4-I， 
4-O），鉄筋ひずみが小さい値になったと推察される． 
4-3．計算値と実験値のひずみ検証 

 表-1 より，鉄筋弾性域の載荷荷重 40kN，鉄筋降伏の 
載荷荷重は 130kN であった．この時の応力値をひずみ 
に換算すると，鉄筋弾性域ひずみ 655μ，鉄筋降伏ひずみ 1725μとなる．表-3～4 に，この計算値と実験値(重
ね継手した鉄筋 1 本あたり)のひずみ検証をまとめた． 
 載荷荷重に対して，各ケースの実験値は計算値よりも小さい値で推移している．また，実験値の傾向は 4-2
と同様に，CASE-3 のひずみが小さい値となっていることからも，その妥当性が検証できた． 

表-3 ひずみ検証（鉄筋弾性域）        表-4 ひずみ検証（鉄筋降伏域） 
 
 
 
 
 
５．まとめ 

・実験で使用した供試体の重ね継手長は，計算ひずみと比べても，十分に確保されている結果となった． 
・CASE-1 と CASE-2 の鉄筋ひずみの傾向は一致しており，重ね継手未結束においても継手性能は確保で

きている．また，計算値と実験値のひずみ検証からも，その妥当性が検証できた． 
・本開発の実用に向けて，今後は鉄筋重ね継手未結束を含めた，設計および施工指針の策定が課題となる． 
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図-4 計算値と実験値の重ね継手長検証 

図-5 ゲージ位置と鉄筋ひずみの検証 
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